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研究成果の概要： 
 本研究は，卸売市場流通の地位低下と卸売市場政策・制度の転換が進むなかでの卸売市場の

今後のあり方を，卸売市場における取引主体である卸売企業の商業機能に着目して，実態調査

に基づいて実証的に明らかにすることを目的とした。その結果，中央卸売市場の地方卸売市場

への転換や公設市場の民営化など卸売市場の開設形態の変化，卸売企業の経営悪化と淘汰・再

編が進行するなかで，卸売企業のなかに，卸売市場法改正による規制緩和を背景に，既存の流

通機能に新たな機能を付加することによって，商業機能の拡充を図る事例が部分的にではある

が現れていることが明らかになった。このような実態調査結果を踏まえると，今後の卸売企業

の展開方向として，既存機能の充実に加え，新たな事業領域への垂直的な事業展開と水平的な

事業展開を図ることによって，商業機能拡充を図っていくことが有効であることが示唆された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 5,600,000 1,680,000 7,280,000 

２００７年度 5,100,000 1,530,000 6,630,000 

２００８年度 3,400,000 1,020,000 4,420,000 

年度  

  年度  

総 計 14,100,000 4,230,000 18,330,000 
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キーワード：青果物流通，卸売市場，卸売市場法改正，卸売企業，商業機能，水平的機能拡充，

垂直的機能拡充 
 
１．研究開始当初の背景 
 わが国の生鮮食品流通においては，長年に
わたって卸売市場が中継流通の拠点としての
役割を担ってきた。しかし，1990 年代以降，
生鮮食品流通経路の多様化や輸入増加，加工
食品消費・外食の増加，産地の生産・出荷構
造や食品小売業の構造変化など流通環境の変
化によって，卸売市場経由率の低下に端的に
示されるように，卸売市場の流通機能の弱体

化が，特に中・小・麗差規模卸売市場・卸売
企業において進んできた。  
他方，わが国の卸売市場制度は，1923 年に

制定された中央卸売市場法によって形作られ
た根幹が，1971 年制定の卸売市場法によって
も引き継がれたように，長年にわたって維持
されてきた。しかし，卸売市場法の 1999 年
と 2004 年の２度にわたる改正によって，卸
売市場制度の根幹におよぶ改革が行われた。
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それによって，卸売市場の再編（中央卸売市
場から地方卸売市場への転換，公設市場の民
説市場への転換なと）と，卸売企業（卸売業
者，仲卸業者）の取引に対する規制の大幅な
緩和（買付集荷の自由化，セリ取引原則の廃
止，卸売業者の第三者販売・仲卸業者の直荷
引きの弾力化など）が進められるとともに，
2009年度からは委託販売手数料が自由化され
ることになっており，これらの政策・制度改
革が今後の卸売市場と卸売企業のあり方に大
きな影響を与えることが予想された。 

このような卸売市場機能の弱体化と卸売市
場政策・制度の改革のもとで，流通環境の変
化に対応した卸売市場の機能強化，なかでも
卸売企業の商業機能拡充の方向を研究するこ
とが重要な課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では，２度にわたる卸売市場法の改
正を卸売市場制度の歴史的「大転換」と捉え，
そのもとでのわが国卸売市場の変化の態様と
卸売企業の商業機能拡充の態様を，青果物卸
売企業に焦点を当てて，実態調査を通じて実
証的に明らかにすることにより，今後の生鮮
食品流通のあり方と卸売市場の機能拡充の方
向について検討することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究の実施にあたっての研究方法は下記
の通りである。 
(1) 研究組織の編成 
 本研究では，卸売市場及び卸売企業を対象
とした全国規模での実態調査を主な研究方法
とした。研究を効率的かつ効果的に推進する
ため，研究代表者及び 13 名の連携研究者に
よって研究組織を編成し，調査対象地域別の
役割分担によって実態調査を機動的に実施す
ることに努めた。 
 
(2) 卸売市場制度「大転換」の歴史的位置と

卸売企業の商業機能に関する理論的研究 
 研究を進めるにあたって，本研究の背景に
ある卸売市場制度「大転換」の歴史的位置と
特徴を検討するとともに，研究対象である卸
売企業の商業機能の変化について，理論的な
研究を行い，その成果を研究組織全体で共有
するようにした。 
 
(3) 生鮮食品流通・卸売市場の動向に関する

研究 
 本研究の背景となる生鮮食品流通と卸売市
場・卸売企業の動向を把握するため，統計資
料や文献資料を用いた研究を行った。 
 
(4) 国内卸売市場・卸売企業の実態調査 
 本研究の推進のために，卸売市場・卸売企
業の実態調査を実施した。調査を実施した主

な卸売市場・卸売業は下記の通りである。な
お，卸売市場・卸売企業名の後ろの(中)は中
央卸売市場，(地）は地方卸売市場，(中→地)
は研究期間中に中央卸売市場から地方卸売市
場に転換した卸売市場である。 
【大都市拠点中央卸売市場及び準ずる市場】 
 札幌市(中)，仙台市(中)，東京都大田市場

(中)，同築地市場(中)，横浜市南部市場
(中)，名古屋市本場(中)，京都市(中)，大
阪市本場(中)，神戸市本場(中)，同東部市
場(中)，北九州(中)，福岡市(中)など 

【地方都市中央卸売市場】 
 釧路市(中→地)，盛岡市(中)，秋田市(中)，

山形市(中)，福島市(中)，宇都宮市(中)，
甲府市(中)，新潟市(中)，富山市(中)，金
沢市(中)，福井市(中)，三重県(中)，尼崎
市(中→地)，岡山市(中)，下関市(中→地)，
大分市(中→地)，鹿児島市(中)，沖縄県
(中)など 

【地方卸売市場】 
 旭川(地)，山形(地)，庄内(地)，郡山(地)，

土浦(地)，東京多摩(地)，長野(地)，上田
(地)，高岡(地)，豊岡(地)，明石(地)，倉
敷(地)，今治(地)，赤岡(地)，指宿(地)な
ど 

 
(4) 海外調査 

わが国の卸売市場制度と類似したシステム
が形成されている台湾・韓国の卸売市場調査
を実施し，わが国の動向と比較検討した。 
 また，わが国の生鮮食品流通に大きな影響
を与えている中国の食品生産・輸出企業の調
査を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 卸売市場制度「大転換」の歴史的位置と
卸売企業の商業機能に関する理論的研究 

①卸売市場制度改革の特徴 
 わが国の卸売市場制度は，中央卸売市場と
地方卸売市場の制度的二重構造，中央卸売市
場の公設制，卸売機能の卸売業者と仲卸業者
への垂直的機能分化，取扱品目別卸売市場・
卸売企業の許認可による水平的機能分化，委
託集荷原則・セリ取引原則をはじめとする取
引規制，などの特徴を持っていた。そして，
生鮮食品流通の拠点として公共性を有する卸
売市場における流通の効率性や取引の公正
性・公平性を担保するために，卸売企業の商
業機能は強い規制のもとで制約されてきた。 
 しかし，1999 年と 2004 年の２度にわたる
卸売市場法改正（特に後者）によって，わが
国の卸売市場政策・制度は大きく転換するこ
とになった。そこで，このような改革の特徴
と歴史的位置について検討した結果，それは，
第１に，流通機能が弱体化した中央卸売市場
の廃止をも含めた再編（市場運営の広域化（広
域の開設者への地位の継承），地方卸売市場



への転換，他の卸売市場との統合による市場
機能の集約，集荷・販売面における他の卸売
市場との連携，市場の廃止その他市場流通の
効率化）を進めることによって，卸売市場政
策が，流通拠点としての中央卸売市場の整
備・拡充という方向から，中央卸売市場の再
編・集約化へと根本的に転換したとともに，
第２には，卸売企業に対する取引規制の抜本
的緩和による流通機能拡充を期待することに
よって，卸売市場流通の効率化，活性化を図
ろうとするという２つの側面を持つものであ
る点に大きな特徴があることを明らかにした。 
 
②卸売市場制度「大転換」と卸売企業の商業

機能拡充 
 卸売市場法改正による卸売企業に対する取
引規制の抜本的緩和が，商業者としての卸売
企業の性格に及ぼす変化について理論的に検
討した。その結果，取引規制の抜本的緩和の
なかでも委託集荷原則の廃止（買付集荷の自
由化）によって，委託集荷原則のもとでは商
業者としての本質的機能である商品買取機能
を持たない「制限機能卸売業者」にとどまっ
ていた卸売企業の商業者としての性格・機能
が，商品買取機能を有する「完全機能卸売業
者」へと変化したこと，そしてそのことによ
って卸売企業が商業機能を本格的に発揮する
契機が与えられたこと，を明らかにした。 
 
(2) 卸売市場・卸売企業の動向 
①卸売市場流通の動向 
 生鮮食品（野菜，果実，水産物）流通の長
期的動向と卸売市場の位置を把握するために，
流通量，市場流通量，市場外流通量の動向を
分析した。その結果を示した図１によると，
野菜，果実，水産物ともに，1990 年代以降，
流通量が停滞ないし微減するなかで，卸売市

場流通量の減少と市場外流通量の増加という
動向が確認された。 
 その結果，1980 年代前半には３品目ともに
80％を上まわっていた卸売市場経由率は，
2005 年度には野菜 75％，果実 49％，水産物
61％へと低下しており，特に果実，水産物に
おいて卸売市場の地位低下が顕著に進んでい
ることが明らかになった。 
 
②卸売市場の動向 
 次に，卸売市場の動向を見るために，2000
年～2007 年の中央卸売市場（地方卸売市場に
転換した市場も含む）の青果物取扱数量の変
化について分析を行った。その結果を示した
図２から，第１に，この間に集計対象市場全
体の減少率は 13.8％と，中央卸売市場の取扱
数量は全般的に減少しているが，なかでも取
扱数量 10 万ｔ未満の小規模中央卸売市場に
おいて，取扱数量がそれ以上に減少した市場
が多いこと，第２に，取扱数量の減少が著し
い小規模中央卸売市場を中心に地方卸売市場
への転換が進んだが（転換予定を含む），小
規模中央卸売市場のなかには地方卸売市場へ
の転換市場以上に取扱数量が減少している市
場が少なからず存在すること，第３に，大規
模・中規模中央卸売市場においても取扱数量
が10％以上減少した市場が少なからず存在す
ること，第４に，少数ではあるが取扱数量が
増加した中央卸売市場も存在すること，が明
らかになった。 
 以上のことから，青果物流通の拠点となる
べき大規模・中規模卸売市場においても取扱
数量の減少に見られるように流通機能（とり
わけその中心となる集荷機能）が弱体化して
いる市場が存在すること，小規模中央卸売市
場の多くで流通機能の弱体化が著しく，今後，
農林水産省が設定した地方卸売市場への再編 
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図１　卸売市場市場流通量等の推移

資料：農林水産省「卸売市場データ集」による。
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図２　中央卸売市場の青果物取扱数量の変化

（2000年～2007年）

資料：農林水産省「青果物卸売市場調査報告」等。

中央卸売市場としての存続市場(2009年4月現在）

地方卸売市場への転換市場（転換予定を含む）



基準に該当し，地方卸売市場に転換する市場
が増加する可能性があること，が示唆された。 
 また，実態調査の結果，地方卸売市場に転
換した市場や公設地方卸売市場において，指
定管理者制度を導入するケースや，民設市場
に移行するケースが現れてきていることが確
認された。このようなケースでは，管理運営
の効率化の面ではメリットを持つ反面で，公
的関与が後退することから卸売市場の持続的
存続が危ぶまれる可能性も示唆された。 
 
③卸売企業の動向 
 以上のような卸売市場流通と卸売市場の動
向のなかで，本研究の対象である卸売企業の
動向を把握するため，中央卸売市場の青果物
卸売企業（地方卸売市場への転換市場の卸売
業者を含む 93 社）と地方卸売市場の青果物
を取り扱う主要卸売企業（2004 年の取扱金額
50億円以上の 68社）を対象に，2004 年～2007
年の取扱金額の変化について分析を行った。 
 分析結果を示した図３及び図４によると，
第１に，卸売企業のなかで取扱金額 200 億円
未満の小規模・零細卸売企業が多数を占める
こと，第２に，取扱金額が 10％以上減少（中
央卸売市場平均 4.3％減少，地方卸売市場平
均 6.5％減少）した卸売企業が，小規模・零
細卸売企業に集中していること，第３に，取
扱金額が増加した卸売企業が少なからず存在
し，特にそれも小規模・零細卸売企業に多く
見られること，第４に，以上の結果，卸売企
業間の取扱金額の動向の差が明確になってい
ること，特にそれが小規模・零細卸売企業に
おいて著しいこと，という点が中央卸売市場，
地方卸売市場に共通する動向として確認され
た。 
 次に，中央卸売市場の卸売企業を対象に，
経営状況を分析した。その結果，第１に，売
上高営業利益率が趨勢的に低下傾向にあるこ
と，第２に，取扱金額が少ない卸売企業ほど
買付集荷割合が高いが，買付集荷利益率は委
託集荷家規律に比べて低いことから，買付集
荷の増加が経営を圧迫する要因となっている
こと，第３に，売上高販売管理費割合は規模
に関係なくほぼ一定であること，第４に，そ
の結果，取扱金額が少なくなるほど売上高営
業利益率が低下する傾向があること，が明ら
かになった。したがって，今後，委託販売手
数料の自由化や買付集荷の増加によって，小
規模・零細卸売企業の経営存続が困難になる
おそれがあるとともに，それが卸売市場その
ものの存続に関わる事態も生じる可能性があ
ることが示唆された。 
 以上のことから，産地の出荷先卸売市場・
卸売企業の集約化や大規模小売業者の仕入先
卸売市場・卸売企業の集約化のなかで，卸売
市場間・卸売企業間の格差が拡大し，特に小
規模・零細卸売企業の流通機能が弱体化する

とともに，経営的にも厳しい状況におかれて
いることが明らかになった。なかで，取扱金
額が増加している卸売企業が中央卸売市場，
地方卸売市場を問わず少なからず存在するこ
とから，商業機能拡充の取り組みが卸売企業
及び卸売市場の存続にとって重要な意味を持
つことが示唆された。 
 
(3)卸売企業の商業機能拡充の方向 
①分析モデルの構築 
 本研究において実施した実態調査と既存調
査研究の成果を踏まえて，卸売企業の商業機
能拡充のための事業展開の方向について分析
するためのモデルの検討を行い，その結果を
図５に示した。このモデルでは，商業機能拡
充の方向を，事業展開の方向性として事業の
深耕・効率化による既往機能の強化と事業領
域の拡大による既往機能以外への事業展開を
とり，事業展開のパターンとして水平的事業 
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図３　中央卸売市場青果物卸売企業取扱金額の変化

（2004年～2007年，地方卸売市場への転換市場の卸売企業を含む）

資料：農経新聞社資料による。
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図４　地方卸売市場青果物卸売企業取扱金額の変化

（2004年～2007年：2004年取扱金額50億円以上の企業）

資料：農経新聞社資料による。



図５ 卸売企業の商業機能拡充のための事業展開 

の方向 

資料：中小企業金融公庫総合研究所「中小卸売業にお

ける新たな事業展開」2006，p.49をもとに作成。 

 
展開・卸売機能内展開と垂直的事業展開をと
ったマトリックスにとして示してある。この
マトリックスに基づいて，実態調査で確認さ
れた特徴的な取り組みとそれを行っている代
表的な卸売企業を下記に整理した。 
 
②水平的事業展開による既往機能の強化【Ⅰ】 
 第１に，東京多摩Ａ社をはじめ，施設整備
により卸売市場内でのコールド・チェーン構
築や物流効率化の取り組みである。 
 第２に，特色ある商品の品揃えのための取
り組みであり，朝取り青果物の販売（秋田市
Ｂ社，明石Ｃ社など）や，地域の伝統野菜集
荷の取り組み（金沢市Ｄ社，京都市Ｅ社など）
がみられた。 
 第３に，産地に立地する卸売企業が，生産
者との連携を強めながら産地市場機能を拡充
しようとする取り組みである（山形Ｆ社，赤
岡Ｇ社など）。 
 第４に，卸売業者間の提携によって集荷力
強化のために共同集荷に取り組む事例である
（神戸市本場Ｈ社－豊岡Ｉ社，北九州市Ｊ社
－下関市Ｋ社など）。 
 第５に，他市場卸売業者との合併や新規進
出によって，広域的な事業展開を図る方向で
ある（長野Ｌ社・Ｍ社，上田Ｎ社，神戸市本
場Ｈ社，新潟市Ｏ社など）。 
 
③垂直的事業展開による既往機能の強化【Ⅱ】 
 第１に，卸売市場内において仲卸業者との
連携を強化することによって，卸売機能と仲
卸機能を一体化しようとする取り組みである
(東京都大田Ｐ社など)。 

第２に，生産者に対する営農指導や巡回集
荷(山形Ｆ社，赤岡Ｇ社など)，トレーサビリ
ティやＧＡＰの取り組み(郡山Ｑ社など)など
を通じて，産地・生産者との提携を強化して
いく方向である。 

第３に，小売業者や外食・中食事業者との
提携を強めるため，パッケージングなどの加
工・調整機能や配送機能を拡充する取り組み
である(横浜市南部Ｒ社，北九州市Ｊ社，高
岡Ｓ社，倉敷Ｔ社など)。 

 
④水平的事業展開による新規事業領域への進

出（Ⅲ） 
実態調査のなかでは事例が少なかったが，

取扱品目を拡張することによって，青果物や
水産物の専門卸売企業から総合食品卸売企業
への事業展開を図り，小売業者等への一括納
入による販売力強化をめざす事例が見られた
（旭川Ｕ社，長野Ｍ社など）。 
 
⑤垂直的事業展開による新規事業領域への進

出（Ⅳ） 
 第１に，卸売企業が出資した農業生産法人
を設立するなど生産段階への進出を図ること
によって集荷力を許可しようとする取り組み
である（豊岡Ｉ社，長野Ｌ社など）。 
 第２に，青果物加工事業や外食事業に進出
する方向である（北九州市Ｊ社）。 
 第３に，卸売企業が小売段階にも進出する
事例が見られた（長野Ｍ社など）。 
 
(4) 研究成果のまとめと意義 
①研究成果のまとめと残された課題 
 本研究によって，卸売企業の流通機能が弱
体化しているなかで，今後の卸売貴牛小野事
業展開の方向として，既存のビジネスモデル
の枠内での事業展開を超えて，水平的事業展
開や垂直的事業展開を通じて既往の卸売機能
を強化するとともに，新たな事業領域に進出
することによって，商業機能の拡充を図って
いくことが有効性を持つことが示唆された。 
 ただ，研究期間内においては，事例の発掘
とその整理に力点をおかざるをえなかったた
め，上記に列挙した取り組みの成立・展開条
件についての検討や，その成果についての検
証は今後の課題として残されている。 
 
②本研究の意義 
 本研究は生鮮食品卸売企業の商業機能に関
する初めての全国規模での調査研究であり，
今後の研究の発展の礎石となるものである。
また，今後の事業展開の方向を模索している
多くの卸売企業にとって，本研究の成果は多
くの示唆を与えるものである。 
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